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三
位
一
体
改
革
に
よ
る
国
か
ら
の
交

付
税
の
減
額
と
地
方
公
共
団
体
へ
の
実

質
公
債
費
比
率
な
ど
の
指
標
導
入
に
よ

り
、
養
父
市
の
財
政
運
営
は
大
き
な
見

直
し
と
制
限
を
余
儀
な
く
さ
れ
ま
し
た
。

　
合
併
以
降
、
多
面
的
・
多
角
的
に
行

政
改
革
を
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す

が
、
平
成
　
年
以
降
は
普
通
交
付
税
の

２７

合
併
特
例
が
終
了
し
て
徐
々
に
減
っ
て

い
き
ま
す
の
で
、
今
後
は
よ
り
一
層
厳

し
い
財
政
運
営
を
図
っ
て
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
盤
石
な
養
父
市
の
行
政
基
盤
を
築
い

　
本
議
会
に
提
案
し
て
い
る
市
民
と
行

政
の
共
通
の
ま
ち
づ
く
り
の
指
針
「
養

父
市
ま
ち
づ
く
り
基
本
条
例
」
に
基
づ

き
、
市
民
と
行
政
が
共
に
考
え
、
共
に

働
き
な
が
ら
地
域
再
生
を
進
め
る
環
境

整
備
に
着
手
し
、
高
齢
者
や
障
害
者
、

幼
児
な
ど
が
商
店
や
公
共
施
設
を
利
用

し
や
す
い
施
設
整
備
を
推
進
し
ま
す
。

　
ま
た
、
ま
ち
の
姿
と
ま
ち
づ
く
り
の

行
動
目
標
を
示
す
「
養
父
市
民
憲
章
」

を
策
定
し
、
こ
の
７
月
に
予
定
す
る
市

制
５
周
年
記
念
式
典
で
公
表
し
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

　
地
域
の
足
で
あ
る
バ
ス
運
行
に
つ
い

て
は
、
一
昨
年
か
ら
地
域
公
共
交
通
会

議
に
お
い
て
公
共
交
通
の
効
率
化
と
利

便
性
向
上
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
ま
し

た
。
今
後
、「
養
父
市
地
域
公
共
交
通
総

合
連
携
計
画
」
に
基
づ
い
て
、
市
民
の

足
を
確
保
す
る
た
め
本
年
４
月
か
ら
宿

南
地
区
と
建
屋
地
区
で
地
域
の
実
態
に

応
じ
た
実
証
運
行
を
実
施
し
ま
す
。

　
Ｊ
Ｒ
山
陰
本
線
・
播
但
線
の
高
速
化

に
つ
い
て
は
、
特
急
は
ま
か
ぜ
車
両
の

更
新
に
伴
っ
て
こ
れ
を
兵
庫
県
と
沿
線

６
市
町
で
負
担
し
、
軌
道
改
良
な
ど
の

地
上
整
備
に
か
か
り
ま
す
。

　
生
活
道
路
な
ど
の
整
備
で
は
、
新
規

事
業
と
し
て
十
二
所
線
、
国
木
７
号
線
、

高
柳
下
３
号
線
、
寺
坂
線
の
道
路
改
良
、

ま
た
継
続
事
業
と
し
て
鵜
縄
線
、
岩
崎

線
、
三
谷
線
、
上
箇
宮
ノ
前
線
、
上
野

小
山
線
、
三
和
線
の
道
路
改
良
な
ど
の

市
道
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、
県
道
バ

イ
パ
ス
・
高
規
格
道
路
の
早
期
実
現
を

目
指
し
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
養
父
市
全
域
の
土
地
の
形

状
や
面
積
を
明
確
に
す
る
地
籍
調
査
事

業
を
引
き
続
き
実
施
し
ま
す
の
で
、
市

民
の
皆
様
の
本
事
業
へ
の
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

て
い
く
た
め
に
は
、
引
き
続
き
第
２
次

行
政
改
革
大
綱
に
し
た
が
っ
て
各
事
業

の
精
査
と
見
直
し
を
図
り
、
ス
ク
ラ
ッ

プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
で
真
に
市
民
の

幸
せ
と
福
祉
の
向
上
に
つ
な
が
る
事
業

を
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　
市
役
所
の
組
織
機
構
に
つ
い
て
も
常

に
効
率
の
よ
い
行
政
を
目
指
し
て
い
ま

す
が
、
平
成
　
年
度
以
降
に
お
け
る
行

２１

政
機
構
を
さ
ら
に
効
率
的
な
も
の
に
す

る
た
め
、
将
来
の
適
正
な
職
員
数
を
イ

メ
ー
ジ
し
た
組
織
改
革
、
グ
ル
ー
プ
化
・

フ
ラ
ッ
ト
化
を
平
成
　
年
度
中
に
ス

２１

タ
ー
ト
さ
せ
ま
す
。

　
以
上
、「
ま
ち
づ
く
り
元
年
」
の
ス

タ
ー
ト
に
向
け
て
の
熱
意
の
一
端
、
そ

し
て
平
成
　
年
度
に
お
け
る
市
政
運
営

２１

の
基
本
的
な
考
え
方
と
予
算
編
成
に
伴

う
主
要
施
策
の
概
要
に
つ
い
て
申
し
上

げ
ま
し
た
が
、
こ
れ
ら
一
つ
ひ
と
つ
が

す
べ
て
養
父
市
が
抱
え
る
課
題
で
あ
る

と
の
認
識
に
立
ち
、
全
力
を
傾
注
し
て

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
非
常
に
厳
し
い
状
況
で
す
が
、「
地
域

を
守
り
、
地
域
と
と
も
に
生
き
る
」
を

モ
ッ
ト
ー
と
し
な
が
ら
、
市
民
の
皆
様

と
一
緒
に
「
と
も
に
考
え
、
と
も
に
働

く
 元
気
な
養
父
づ
く
り
」
を
進
め
て
い

き
ま
す
。

安定した行政基盤を築くためにさらなる行政
改革に取り組みます（写真：行政改革講演会）
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公
民
協
力
の
も
と
、
快

公
民
協
力
の
も
と
、
快
適適

な
ま
ち
づ
く
り
で
地

な
ま
ち
づ
く
り
で
地
域域

の
活
力
を
高
め
ま

の
活
力
を
高
め
ま
すす

行
政
改
革
を
推
進

行
政
改
革
を
推
進
しし

まま
すす
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～
総
額
２
９
３
億
２
，
５
７
３
万
円
の
ま
ち
づ
く
り
～

平
成
　
年
度

２１

予

算

概

要

　
平
成
　
年
度
予
算
は
、
一
般
会

２１

計
１
８
２
億
９
，７
０
０
万
円（
前

年
度
比
３
・
８
％
減
）、
特
別
会

計
８
会
計
の
合
計
１
０
１
億
７
，

２
１
５
万
円
（
前
年
度
比
７
・
９

％
減
）、企
業
会
計
３
会
計
の
合
計

８
億
５
，
６
５
８
万
円
（
前
年
度

比
　
・
９
％
増
）
と
な
り
、
総
額

２６
は
２
９
３
億
２
，５
７
３
万
円（
前

年
度
比
４
・
６
％
減
）
と
な
り
ま

し
た
。

革
市
税
は
景
気
の
低
迷
な
ど
に
よ

り
市
民
税
の
減
少
や
評
価
替
え
に

よ
る
固
定
資
産
税
の
減
少
な
ど
が

予
想
さ
れ
る
た
め
、
対
前
年
度
比

で
約
１
億
５
，
２
３
５
万
円
の
減

額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

革
地
方
交
付
税
は
、
地
域
雇
用
創

出
推
進
費
の
新
設
、
公
債
費
分
の

増
額
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比
で
５

億
円
の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

「
建
設
事
業
の
抑
制
」

　
主
要
建
設
事
業
審
査
に
基
づ
き
、

「
八
鹿
青
渓
中
学
校
建
設
」「
南
但

ご
み
処
理
施
設
建
設
」
な
ど
喫
緊

の
課
題
を
除
き
、
実
施
時
期
の
繰

り
延
べ
な
ど
を
徹
底
し
、
建
設
事

業
を
抑
制
し
て
い
ま
す
。

「
職
員
数
の
抑
制
」

　
適
正
規
模
の
組
織
と
す
る
た
め
、

退
職
者
の
補
充
を
抑
制
し
て
一
般

職
員
の
人
数
を
　
人
削
減
し
ま
す
。

１１

（
退
職
　
人
、
採
用
な
ど
２
人
）

１３

「
給
与
な
ど
の
減
額
」

▼
市
議
会
議
員
＝
報
酬
　
％
カ
ッ

１０

　
ト（
継
続
）、
議
員
定
数
の
減
少

　（
　
人
→
　
人
）

２２

１８

▼
市
長
・
副
市
長
・
教
育
長
＝
報

　
酬
　
％
カ
ッ
ト（
継
続
）、
期
末

１０

　
手
当
０
・
２
月
分
カ
ッ
ト（
同
）

▼
一
般
職
員
＝
期
末
手
当
０
・
２

　
月
分
カ
ッ
ト（
継
続
）、
住
居
手

　
当（
持
ち
家
分
）約
　
％
カ
ッ
ト

３０

　（
同
）、
管
理
職
手
当
の
定
額
制

　
へ
の
移
行（
同
）、
県
内
出
張
に

　
か
か
る
日
当
の
廃
止（
新
規
）

「
事
務
事
業
の
見
直
し
」

　
事
務
事
業
評
価
と
補
助
金
審
査

に
よ
り
事
務
事
業
の
徹
底
し
た
見

直
し
を
図
り
、
そ
の
結
果
を
予
算

に
反
映
し
て
い
ま
す
。

「
市
債
残
高
の
見
込
み
」

　
平
成
　
年
度
末
の
市
債
残
高
は

２１

５
５
３
億
７
，
０
０
０
万
円
と
、

前
年
度
末
に
比
べ
て
　
億
３
，
２

３５

０
０
万
円
減
少
す
る
見
込
み
で
す
。

　
こ
れ
は
、
建
設
事
業
の
抑
制
な

ど
に
よ
り
新
規
発
行
額
を
　
億
８
，

２０

３
０
０
万
円
に
抑
制
し
、
さ
ら
に

こ
れ
を
上
回
る
　
億
１
，
５
０
０

５６

万
円
を
返
済
す
る
た
め
で
す
。

　
市
債
残
高
を
市
民
１
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
約
１
９
８
万
円
と

な
り
ま
す
。（
平
成
　
年
３
月
１
日

２１

現
在
人
口
２
７
，
９
９
３
人
で
計

算
、
以
下
同
じ
）

総
額
は
前
年
度
比
４
・
６
％
減

歳
入
の
見
込
み

歳
出
の
抑
制

「
基
金
残
高
の
見
込
み
」

　
市
の
貯
金
に
あ
た
る
財
政
調
整

基
金
の
残
高
は
、
平
成
　
年
度
末

２１

で
　
億
８
，
７
３
５
万
円
と
前
年

１２
度
末
に
比
べ
て
３
４
４
万
円
減
少

す
る
見
込
み
で
す
。

　
基
金
残
高
を
市
民
１
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
約
４
万
６
，
０
０

０
円
と
な
り
ま
す
。

市
債
残
高
・
基
金
残
高

の
見
込
み

前年度との比較予 算 額会　　計　　名

－７億１，３００万円１８２億９，７００万円一　般　会　計

＋１億５，６８０万円３２億９，９００万円国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

－９０万円５，１５０万円養 父 歯 科 診 療 所 特 別 会 計

－１，９５０万円３億５，６２０万円後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

－７億５，１７０万円１，３００万円老 人 保 健 特 別 会 計

＋２億３００万円３２億５，４００万円介 護 保 険 特 別 会 計

＋１９４万円５３５万円住宅新築資金等貸付事業特別会計

－４億４，１６０万円１４億２，１４０万円簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

＋５，８７０万円１７億７，１７０万円下 水 道 事 業 特 別 会 計

－６，７４０万円０万円（廃止）南 谷 診 療 所 特 別 会 計

－１，２４９万円０万円（廃止）土 地 取 得 特 別 会 計

－８億７，３１５万円１０１億７，２１５万円計

＋１億８，５８３万円５億６，８０４万円水 道 事 業 会 計
企
 業
 会
 計

－８８１万円１億５，７８７万円氷ノ山国際スキー場事業特別会計

－４６６万円１億３，０６７万円農 業 共 済 事 業 特 別 会 計

＋１億８，１６８万円８億５，６５８万円計

－１４億４４７万円２９３億２，５７３万円合　　　計

◆各会計予算◆各会計予算額額


